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情報交流について 
 

１．地方公共団体での公聴会の導入状況 

  地方公共団体の環境影響評価条例では、都道府県・政令指定都市計６２団体のうち５１

団体で公聴会手続が設けられており、そのうち４５団体は法対象事業にも公聴会手続が設

けられている。公聴会は、準備書に対する都道府県知事等の意見形成のために開催されて

いる場合が多い。（下図参照） 

第４回環境影響評価制度総合研究会においてヒアリングを実施した東京都を例に取る

と、評価書案への住民意見が提出され、住民意見に対する事業者の見解書が提出された段

階において都民の意見を聴く会が開催されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 地方公共団体における公聴会手続きの設置割合 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 地方公共団体の環境影響評価手続きの流れ（例） 
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２．スクリーニング 

現行法では、スクリーニングの判定は、主務省令において、事業特性と地域特性を要素

とする判断基準が示されており、これに加えて主務大臣が有する事業特性に関する知見や、

都道府県知事が有する地域の環境情報に基づき客観的な判断が行われる仕組みとなって

いる。 
条例でスクリーニングについて規定している 16 県・市については、2 県において審査
会意見を聴く手続が設けられている。 

 
【主務省令の判定基準の例：廃棄物最終処分場】 

 （事業特性） 

  環境影響の程度が著しいものとなるおそれがある事業 

 ・環境に及ぼす影響が大きい技術、工法等により、同種の一般的な事業と比べて環境影

響の程度が著しいものとなるおそれが大きい場合 

  ・他の密接に関連する同種の事業と一体的に行われ、総体として第一種事業に相当する

規模である場合等 

 （地域特性） 

  実施区域又はその周囲に次に掲げる地域が存在する場合 

  ・閉鎖性の高い水域、学校、病院、住居が集合している地域、野生生物の重要な生息地

等、環境影響を受けやすい地域 

  ・大気汚染防止法又は水質汚濁防止法の総量規制基準地域、自然公園法の国立公園等、

環境保全法令等による指定地域 

  ・環境基準の未達成地域、騒音規制法又は振動規制法の要請限度の超過地域等、環境が

悪化している又はそのおそれがある地域 
 

３．環境影響評価に関する情報提供の整備状況 

環境省では環境影響評価情報支援ネットワークを開設し、以下のような内容に関する情

報提供を行っている。 

① アセスメント入門 
・環境影響評価制度のあらまし 

・環境影響評価に関する用語集 

・各種パンフレット 

② アセスメント制度 
・環境影響評価法や関連法令 

・制度をめぐる動向の紹介 

③ アセスメント事例 
・手続中の環境影響評価事例（事業の概要や、手続の進捗状況を紹介） 

・手続が完了した環境影響評価事例（事業の概要や、環境大臣意見の内容を紹介） 

・事例検索（国制度に基づく環境影響評価事例、地方制度に基づく環境影響評価事例

について、事業種、事業者等から検索が可能。） 

・事例統計情報 

・環境影響評価事例を紹介している他団体へのリンク 



3 
 

④ アセスメント技術 
・環境影響評価技術に関する検討会報告書 

・環境影響評価に関連する調査研究を行っている他団体へのリンク 

・環境保全措置に関するデータベースの紹介 

・環境影響評価で利用する地域環境情報の情報源の紹介 

⑤ 研究会・検討会等 
・これまでに開催した研究会・検討会の議事概要・資料・報告書等 

⑥ 地方自治体のアセスメント 
・環境影響評価条例の制定・施行状況や対象事業一覧 

・地方自治体の担当窓口一覧 

・地方自治体の関連ページへのリンク 

⑦ 資料集 
・環境影響評価に関連の高い図書・資料の紹介 

・環境影響評価に関連するデータを提供しているサイトへのリンク 

⑧ 環境省主催の環境影響評価研修の告知 
 

同ＨＰへのアクセス数（ページビュー）は平成１８年時点で年間約２００万を超える状

況となっており、地方公共団体や関係事業者への情報提供の一助となっている。 

 

  アセス手続終了案件のアセス図書そのものについては、まだ公開されていない。 
 

◇環境影響評価情報支援ネットワークHP 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．ポイント 

○公聴会は多くの自治体において条例により手続が設けられている状況にある。 

○環境影響評価に関する情報提供は、支援ネットワーク等により整備が進められている。 


